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保育の必要性・事由 

○子ども・子育て支援新制度における「保育の必要性」の事由について 

 

保育所利用調整基準案 

○保育所利用調整指数表新旧対照表 

○利用調整イメージ 

 

教育・保育施設の設備・運営基準案 

○子ども・子育て支援新制度における施設・事業の分類 

○児童福祉施設等の設備、運営基準における共通独自項目について（事務局案） 

○児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（事務局案） 

○幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び運営の基準に関する条例（事務

局案） 

○家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（事務局案） 

○特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準関する条例（事務局案・国基

準案） 

 

 

 



1 

 

議題１ 保育の必要性・事由について 

【青木部会長】では、議題の１番、保育の必要性・事由について事務局からお願いします。 

【久間保育対策課長】（資料「子ども・子育て支援新制度における「保育の必要性」の事由

について」について説明） 

前回の資料と大きな変化はありません。政省令もまだ出ていないので、待っているとい

う状況です。新しく出されてきたものを八王子に読み替えて条例化していく予定です。 

 

議題２ 保育所利用調整基準について 

【久間保育対策課長】（資料「保育所利用調整指数表新旧対照表」について説明） 

前回からの変更は、就労のところについて、４つに分かれていたものを３つにまとめて

います。障害のところは、前回の案では精神障害者の保健福祉手帳について書いていまし

たが、障害者福祉課と調整した結果、手帳では要件が判定しにくいということになったの

で、元に戻すことにしました。同じく障害について、身体障害者手帳の区分、愛の手帳の

区分について変更しました。 

そのほか、社会的養護の説明、その他の欄の別居親族の介護・監護の親族の範囲を変更

しました。 

次に、利用調整指数表ですが、失業により就労の必要性が高い場合の調整指数を変更し

ました。 

同一指数世帯の優先順位表については、前回の案で抜け落ちていた、希望順位の高いも

のというのを第１順位にしました。また、障害児について第６順位に入れています。 

前回委員の方から、保育士もしくは幼稚園の教諭の優先順位を入れて欲しいという要望

がありましたが、表の中に落とし込むのではなく、要綱の中に第９順位と同等にみなすと

いう文言を入れていきたいと考えています。実際に保育士さんの中で、産休育休明けで仕

事に戻ろうという方は、かなりポイントが高いので入れると思います。ところがパートで

働いていたが辞めて、またパートで戻ろうとした時には入りにくい現実があるので、産休

育休明けと同等にしたいと考えています。 

（資料「利用調整イメージ」について説明） 

前回ポイントだけの説明だったので、実際にどんな方が優先になるのか例示しました。 

 

議題３ 教育・保育施設の設備・運営基準について 
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【久間保育対策課長】（資料「子ども・子育て支援新制度における施設・事業の分類」、「児

童福祉施設等の設備、運営基準における共通独自項目について（事務局案）」について説明） 

続きまして、各条例について説明をします。 

（資料「児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（事務局案）」について説明） 

都条例には規定されていませんが、八王子市独自に規定するものが８点あります。 

１つ目は、職員配置基準です。東京都の条例ですと、３歳児が２０人について１人以上、

４、５歳児については３０人について１人以上となっていますが、八王子では１５人につ

いて１人、２７人につき１人以上として、質の向上を図りたいと考えています。 

２つ目として、子育て支援事業です。地域の子育て拠点として必要な支援を実施するこ

とを条例化したいと考えています。具体的には、子育て相談、親子の集いの場の提供、一

時保育等の中から何かに取り組んでいただきたい。児童福祉法では努力義務化されている

ので、条例化することでアピールをしていきたいと考えています。なお、認定こども園に

ついては、法の中ですでに義務化されています。 

３つ目に保育所の設備の基準の特例についてです。都条例では、３歳以上の幼児につい

ては給食の外部搬入ができるという規定がありますが、市条例では条例化をしないことで、

自園調理を義務化していきます。食物アレルギーへのきめ細かい対応や、食育の推進が目

的です。 

４番目以降は先ほど説明した通りですので、説明を省かせていただきます。 

職員配置基準についてですが、２０対１を１５対１にすることによって、支出額が年間

１億６０００万円程増えてまいります。新制度において新たに加算措置されますので、４

分の１が市負担、２分の１が国負担、４分の１が都負担です。一般財源の持ち出しになり

ますが、消費税が１０パーセントになることによって生み出されるはずの地方消費税を原

資にします。２７対１については、現行市において単独の補助金で誘導している項目なの

で改めて条例化することで保育の質の向上をアピールしていきたいと考えているものです。 

３歳児約２０００人が保育所に入っています。２０対１であれば１００人の保育士が必

要なところを１５対１にすることでさらに３３名必要となります。そこに約５００万円の

賃金をあてはめると増員分の金額となります。 

【内野委員】３０対１を２７対１にした増額分は、いくらかわかりますか。 

【久間保育対策課長】約８０００万円です。半分は東京都からの交付金を充てています。 

【鍛治委員】なぜ２７人なのですか。 
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【柊澤委員】昔、都が制度化していた名残ではないでしょうか。 

【久間保育対策課長】保育士の配置基準は、国でも議論になっていまして、１歳を５対１、

４～５歳児を２５対１にするという案もあります。ところが、今回消費税で確保された財

源が７０００億円程度です。その他に４０００億円程度できればそこまでできるようなの

ですが、まだ財源の見通しが立っていないので、１５対１を先行して加算している状態で

す。１兆円を超える財源の確保ができた場合は、改めて条例化することも可能ではないか

と考えています。 

（資料「幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び運営の基準に関する条

例（事務局案）」、「家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（事務局案）」に

ついて説明） 

八王子独自に規定するものは、小規模保育Ｂ型です。Ｂ型は半数以上を保育士とするも

のです。市としては保育士を６割以上にしたいと考えています。 

（資料「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準関する条例（事務局

案・国基準案）」について説明） 

条文については、事務局案ができていないので、国の案を載せています。今後、市のも

のを作成していきます。 

【青木部会長】国の方も出そろっていないということで市の方も決めかねているところも

あるようですが、ご質問等ございますか。 

【柊澤委員】障害者就労施設からの優先調達についてですが、物品について情報が欲しい

です。どこで何を扱っているのかわからないと調達もできないので、計画的に購入するた

めにも資料を用意して欲しいです。 

また、非常災害対策の強化について、現在の案では在園児の安全の確保を念頭に書かれ

ていると思いますが、施設の在り方を考えていくと、災害時の地域支援も役割として期待

されてくるかもしれません。ただ、準備が整っていない現段階では、一方的に文言が拡大

解釈されないよう、明確にしておいていただきたいと思います。 

あと、子育て支援事業の独自規定の表記に「所在する地域に必要と認められるものを、

保護者の要請に応じ」とありますが、これでは施設が思いを持って地域支援を行いたいと

いう部分が欠落する可能性があるので、施設が主体性を生かせるような文言に変えて欲し

いと思います。 

【青木部会長】何をもって保護者の要請というのか、わかりにくくもあります。 
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【久間保育対策課長】その部分については、幼保連携型認定こども園の法律に合わせた表

記をしました。よく法制の部門と調整して決めさせてもらいたいと思います。 

また、障害就労施設からの優先調達ですが、新年度を待たずにお示ししたいと思います。

まずは公立保育園から、今年度から取組を始める予定です。 

【池永委員】バザー等でみると木工のおもちゃ等は質が良い分値段が高いですが、高くて

もそのままそこから調達するということでいいですか。 

【久間保育対策課長】木工のおもちゃに限らず多岐に渡るので、１つでも２つでも協力を

して欲しいと思っています。 

【青木部会長】他に何かございますか。 

【鍛治委員】満３歳以上４歳未満という記載について、基準日はどうしますか。認定こど

も園は基準となる日の記載があるのですが。 

【久間保育対策課長】４月１日でクラス作成をするので、そこでの年齢になると思います。 

【小林委員】障害者の権利ですとか物品調達については努力義務でいいのですか。 

【久間保育対策課長】はい。 

【小林委員】非常災害対策や虐待についての規定は義務づけですか。 

【久間保育対策課長】はい。 

【青木部会長】多岐に渡るので、質問のしようのないということもありそうですが、委員

の皆様よろしいですか。市のほうも国の制度や中核市の関係も見ながら決めていかないと

いけないので、現時点ではこのような形になるのだと思います。 

【久間保育対策課長】政省令も固まっていないので、難しいところです。 

【小林委員】幼稚園が認定こども園に移行すると何がどうなるのかも含め、いろいろな種

類の事業所が１３０前後ある中のどれが自分に合うものなのか、保護者からするとわかり

にくいです。認定こども園に誘導していくのであれば、独自性も大事ですが、あまりばら

つきのない、わかりやすいものにして欲しいです。 

【青木部会長】現実的に言うと、自宅の近くや、通勤途上の施設に限られてきて、自由に

は選べないでしょうから、最低基準を示していくしかないのかなと思います。 

【久間保育対策課長】一点気になっているのが、幼保連携型の給食の外部搬入禁止です。

保育所は自園調理を行っているので問題ありません。しかし、幼稚園は３１園中、１８園

が外部搬入をしていまして、自園調理は９園のみです。 

【青木部会長】外部から調理師に来ていただき、場所をお貸しして、という手法はどうで
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すか。 

【久間保育対策課長】それは問題ありません。新設園は原則実施していただきたいですが、

既存園については経過措置で書き込んでいきたいと思っています。 

【青木部会長】そろそろ時間になりました。最後に鍛治委員お願いします。 

【鍛治委員】前回よりわかりやすい資料をお作りいただきました。旧制度から大枠は変わ

りませんが、八王子色が出てきて良くなってきたと思います。 

【青木部会長】それでは閉会とさせていただきます。 


